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明文化に表れている。すなわち，改正法は，契約締結の自由（新 521 条 1 項），
契約内容の自由（同 2項）および方式の自由（522 条 2 項）を明文化している。
しかし，より端的に「契約」の重視を表すのは，①債務不履行責任における過














































行不能となった契約からの解放を容易に認めている（542 条 1 項 1 号）。すなわ
⚖） 我妻栄『債権各論上巻』〔岩波書店，1954 年〕80 頁。
⚗） 最判昭和 25・10・26 民集 4巻 10 号 497 頁。






















































⚘） 中間試案の補足説明 132 頁。













補等の履行の追完を請求することができるとする（新 562 条 1 項）。そして，②
買主には，目的物の不適合の程度に応じて代金減額請求権が認められる（新
563 条 1 項・2 項）。この代金減額請求権は，損害賠償請求権とは異なり，売主
が免責されることはない（新 415 条 1 項参照）。このほか，買主には，③損害賠















（ULIS ＝ 1964 年）と同じく，瑕疵担保に相当する事項を物品の適合性に関する
売主の義務として規定し（35 条 1 項），債務不履行責任へと一元化している。
そして，売主は，危険が買主に移転した時に存在していた不適合について責任
を負うものとし，当該不適合が危険の移転した時の後に明らかになった場合に
おいても責任を負うとする（36 条 1 項）。
そこで問題となるのが，売主から買主への危険の移転時期である。この問題









また，ウィーン売買条約 45 条 1 項は，買主に引き渡された物品が契約に適
合しない場合も含む売主の契約違反に対して，買主に次の 4つの救済方法が与
えられるとする。すなわち，①履行請求権（46 条＝代替品の引渡請求・修補請求
を含む。），②代金の減額（50 条），③損害賠償請求権（45 条 1 項 b 号）および④
契約解除権（49 条）である。そして，国際動産売買統一法 74 条 3 項における
と同じく，売主が免責事由を有する場合にも，買主は，②代金減額請求権およ
び④契約解除権を行使することができる（79 条 5 項）。
したがって，日本の債権法改正は，グローバル・スタンダードを明確に意識
し，その導入を図るものである。
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